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Ⅰ「災害対策基本法の一部改正」を受けての指針について
　内閣府は８月１９日、災害時要援護者の避難支援と避難所の整備・運営に関して市町村が取り組むべき具体策を示した指針を公表し、全都道府県に通知しました。「災害対策基本法」の改正によって新たに規定された、避難行動要支援者名簿の作成や避難所の生活環境改善の考え方などを示したものです。
　避難支援に関する指針では、要支援者名簿の対象要件を要介護状態区分などで例示。要件から漏れた人に対しても、本人の希望で名簿への掲載を柔軟に対応するよう提案しています。
　東日本大震災で個人情報保護の観点から名簿情報の外部提供が進まず、効率的な支援ができなかった経験を踏まえた措置としては、情報漏えい防止に留意した上で災害時の名簿提供を可能としたものです。
　さらに要支援者名簿に基づいた個別計画策定も推奨しています。そのうえ、ＮＰＯ、障がい者団体などが連携した防災訓練や避難所運営のシミュレーションを実施すべきとしたほか、避難情報の伝達では、緊急速報メールやＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）の活用を提示しています。
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　一方、避難所の整備・運営に関する指針は、避難所生活の改善へ普段から準備しておくべき対策と発災後の対応を記しています。
　事前の備えでは、市町村による「避難所運営準備会議」設置や、高齢者、障がい者らに配慮した福祉避難所の整備を奨励しています。備蓄品としては、アレルギーに留意した非常食や、紙おむつ、生理用品などを検討すべきとしています。
　また、誰でも避難所を立ち上げられる簡易な避難所運営手引の作成や、地域住民に指定避難所の周知徹底をする際は、障がい者らにも分かりやすい配慮をするよう指摘しています。
　発災後の対応では、在宅被災者に対する情報、食料、物資の提供や、多様な被災者ニーズに応える相談窓口の設置を明記。保健師や看護師を巡回させ、被災者の健康管理を行うほか、感染症予防のために避難所の衛生管理の必要性にも触れています。　
　そこで、我がまちでは「地域防災計画」の中でこれらの指針をどのように反映し、何処に重点を置くのかなど以下の点について伺います。
　1.「災害対策基本法」改正のポイント、全体像を見て、我がまちの「地域防災計画」にどのように反映されていくのかお伺いします
2.改正方の災害時要援護者支援に関し、どのような配慮、支援対策が必要であると認識しているのか伺います。
【参考】
公明新聞　09/03　「災害時の要支援者対策が前進」　Ｐ.70　09/14　災害対策は男女共同で　Ｐ．98
○災害対策基本法等の一部を改正する法律案の概要
背景
　● 東日本大震災を踏まえた法制上の課題のうち、緊急を要するものについては、昨年６月に行った災害対策基本法の「第１弾」改正にて措置したところ。その際、改正法の附則及び附帯決議により引き続き検討すべきとされた諸課題について、中央防災会議「防災対策推進検討会議」の最終報告（同年７月）も踏まえ、さらなる改正を実施するもの。
法律案の概要
１ 大規模広域な災害に対する即応力の強化等
● 災害緊急事態の布告があったときは、災害応急対策、国民生活や経済活動の維持・安定を図るための措置等の政府の方針を閣議決定し、これに基づき、内閣総理大臣の指揮監督の下、政府が一体となって対処するものとすること。
● 災害により地方公共団体の機能が著しく低下した場合、国が災害応急対策を応援し、応急措置（救助、救援活動の妨げとなる障害物の除去等特に急を要する措置）を代行する仕組みを創設すること。
●大規模広域災害時に、臨時に避難所として使用する施設の構造など平常時の規制の適用除外措置を講ずること。
２ 住民等の円滑かつ安全な避難の確保
● 市町村長は、学校等の一定期間滞在するための避難所と区別して、安全性等の一定の基準を満たす施設又は場所を、緊急時の避難場所としてあらかじめ指定すること。
● 市町村長は、高齢者、障害者等の災害時の避難に特に配慮を要する者について名簿を作成し、本人からの同意を得て消防、民生委員等の関係者にあらかじめ情報提供するものとするほか、名簿の作成に際し必要な個人情報を利用できることとすること。
● 的確な避難指示等のため、市町村長から助言を求められた国（地方気象台等）又は都道府県に応答義務を課すこと。
● 市町村長は、防災マップの作成等に努めること。等
３ 被災者保護対策の改善
● 市町村長は、緊急時の避難場所と区別して、被災者が一定期間滞在する避難所について、その生活環境等を確保するための一定の基準を満たす施設を、あらかじめ指定すること。
● 災害による被害の程度等に応じた適切な支援の実施を図るため、市町村長が罹災証明書を遅滞なく交付しなければならないこととすること。
● 市町村長は、被災者に対する支援状況等の情報を一元的に集約した被災者台帳を作成することができるものとするほか、台帳の作成に際し必要な個人情報を利用できることとすること。
● 災害救助法について、救助の応援に要した費用を国が一時的に立て替える仕組みを創設するとともに、同法の所管を厚生労働省から内閣府に移管すること。
４ 平素からの防災への取組の強化
● 災害緊急事態の布告があったときは、災害応急対策、国民生活や経済活動の維持・安定を図るための措置等の政府の方針を閣議決定し、これに基づき、内閣総理大臣の指揮監督の下、政府が一体となって対処するものとすること。
● 災害により地方公共団体の機能が著しく低下した場合、国が災害応急対策を応援し、応急措置（救助、救援活動の妨げとなる障害物の除去等特に急を要する措置）を代行する仕組みを創設すること。
● 大規模広域災害時に、臨時に避難所として使用する施設の構造など平常時の規制の適用除外措置を講ずる事。
● 「減災」の考え方等、災害対策の基本理念を明確化すること。
● 災害応急対策等に関する事業者について、災害時に必要な事業活動の継続に努めることを責務とするとともに、国及び地方公共団体と民間事業者との協定締結を促進すること。
● 住民の責務に生活必需物資の備蓄等を明記するとともに、市町村の居住者等から地区防災計画を提案できることとすること。
● 国、地方公共団体とボランティアとの連携を促進すること。
５.その他 
●災害の定義の例示に、崖崩れ・土石流・地滑りを加えること。
●特定非常災害法について、相続の承認又は放棄をすべき期間に関する民法の特例を設けること。
【考えられる展開】
○我がまちの「地域防災計画」と細部にわたって比較し、指針と違う点は何かを丁寧にチェックする事
○我がまちと他の自治体との連携、民間事業者との連携に問題点はないか、丁寧にチェックする事
○避難行動要支援者名簿に掲載者に対して、現場でだれがどのように支援するのか。自治会や民生委員が発災時に、どこまで責任をもてるだろうか。今春から自治会会長の役を務めているが、市からは密封された申し出があった要支援者名簿が送られてくるが、この人たちを自治会で、責任が持てるだろうか。その余力はない。
